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事業者による小型低速車に係る交通安全教育の在り方について

 売買取引のためのショッピングモールシステムと、消費者向け確認テストのアプリとをシステム連携させ
ることは現実的には困難

 モールから出店事業者に対して、行政機関等の第三者が制作した確認テストのサイト等に購入者を誘導す
るようルールで促すことは可能

 販売事業者たる出店事業者が、対象者の確認テストへの合格をどのように確認するのかが課題になると思
われる

 どのような乗り物が、どのような場合に、どのような条件を満たしていれば、どこを走れるのかor走れな
いのか、あらかじめわかりやすいサイトを行政機関側で作っていただければ、それらをもとに周知の協力
は可能
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関連製品に関する現状のルール

法令上、公道での使用が禁止されている製品を取り扱う際には、商品ページ上に消費者への注意
事項を掲載することを必須としている

取扱禁止商材・禁止行為ガイドライン

（3）表示全般に関する禁止行為
Ⅱ-(3)-20 必須記載事項未記載（法令上、公道での使用が禁止されている乗物）

■禁止事項
法令上、公道での使用が禁止されている乗物を取り扱う際に、下記の必須記載事項を対象商品ページ上に記載しない行為

＜必須記載事項＞
・道路交通法上、公道での使用が禁止されていること

■補足説明
※必須記載事項は、対象商品の商品ページ上に、ユーザーにわかりやすいように記載してください。

＜記載例＞
本商品は、道路交通法上、公道での使用が禁止されています。私有地での使用をお願いします。
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今後の小型低速車に係る取引環境整備について

改正法も踏まえながら、ルール整備、システム整備、出店者やユーザーへの情報提供等を検討

■ルール整備
 製品ごとの取扱いルール整備等

■システム整備
 注文ステップにおける、ユーザー向けの注意喚起文言の挿入

■各種情報提供
 ユーザー向けヘルプページにおける情報提供
 出店者向けの啓蒙・注意喚起

■ルール順守状況のモニタリング
 専門部署によるモニタリング及び改善要請の実施
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注文ステップにおける、ユーザー向けの注意喚起文言例

医薬品

酒類
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Appendix
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■売主■
（特商法上の販売事業者）
ページ・コンテンツ作成
商品登録・広告表示
メールマガジン送付
商品選定・仕入れ
商品管理・注文管理
商品販売の承諾
商品発送

問い合わせ対応
顧客データ管理

■買主■
商品検索・閲覧
商品購入の申込
代金支払

「楽天市場」における取引

ユーザー店舗さん

楽天市場

売買契約は
店舗⇔消費者間で
直接締結される

■場の提供者■
システム提供

決済サービス提供
ポイントプログラム提供
広告掲載場所提供

会員データベース管理

売買契約

出店契約 （楽天会員登録）
サービス提供/利用




